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研究要旨
　熊本地震において、探知された感染症事例 （インフルエンザ、感染性胃腸炎、水痘、ムンプス） 
をもとに、実際の対応にあたった感染管理専門家とともに、リスク評価のツールを作成するワーク
ショップを開催した。1） 変か？2）ひどいか？3）拡がるか？の 3 つのキーワードを設定し、キーワー
ドごとに、評価のポイントを列挙し、対応方針を整理したツールを作成した。疾患ごとに評価にお
ける重点ポイントが異なるが、各疾患に共通のツールとして有効であるということが確認できた。
また、行政と感染管理専門家の役割分担についても協議を行った。今後の災害に備える観点からは、
行政と感染管理専門家の間での事例対応における共通認識の醸成、また、組織的な協力体制の構築
を行っていく必要がある。

A . 研究目的
　平成 28 年 4 月14日夜にマグニチュード 6.6、また
4 月16日未明にはマグニチュード 7.3 の地震が発
生し、その後も、強い地震が頻発していた熊本地
震においては、ピーク時には18 万人の避難者を数
えた。避難所の感染症対策においては、避難所開
設者が保健師等の行政関係者からの助言を受けて
その任に当たったが、現地や外部からの支援に
入った感染管理専門家の役割も大きかった。
　熊本県内の感染管理認定看護師 （Certif ied Nurse 

Infection Control: CNIC） は、熊本県地域医療再
生臨時特例交付金の助成を受けて 2010 年にスター
トした熊本県感染管理ネットワークを基盤に、イ
ンフェクションコントロールドクター （Infection 

Control Doctor; ICD） やその他の感染管理の専
門職とともに、組織的に熊本地震対応に当たった。
具体的には、同ネットワークとして、熊本県医療
救護調整本部への登録を行った上で、熊本県庁健
康危機管理課・日本赤十字医療班・熊本県外の支
援組織 （日本環境感染学会災害時感染制御検討委
員会など）、CNIC を中心とした自衛隊の感染管
理チームとの連携を行った。

　平成 28 年 8 月19日、熊本大学医学部附属病院に
おいて、熊本感染管理ネットワークと、厚生労働
行政推進調査事業費補助金　新興・再興感染症及
び予防接種政策推進研究事業 「新興・再興感染症
の発生に備えた感染症サーベイランスの強化とリ
スクアセスメント」 の共催で、熊本地震において
探知された感染症事例をもとにリスク評価のツー
ルを作成するワークショップを開催した。

 B . 研究方法
　参加者は、熊本感染管理ネットワークの一員と
して避難所の感染対策に当たった熊本大学医学部
附属病院、熊本赤十字病院、天草地域医療センター
からの感染管理専門家の医師・CNIC、計 5 名、
県外から、熊本感染管理ネットワークと連携して
熊本県内の避難所の感染対策にあたった鹿児島大
学病院、長崎大学病院の感染管理専門家の医師・
CNIC、計 4 名、国立感染症研究所より感染症疫
学センター職員 2 名、実地疫学専門家養成コース 

（FETP） 研修生 1 名である。
　参加者名は、以下のとおり （熊本大学医学部附
属病院：川口辰也・藤本陽子、熊本赤十字病院：
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東陽子、天草地域医療センター：平島義彰・山本
直美、鹿児島大学病院：徳田浩一・川村英樹、長
崎大学病院　泉川公一・寺坂陽子、国立感染症研
究所感染症疫学センター：松井珠乃・島田智恵、
国立感染症研究所 FETP 小林祐介）。
　また、熊本県からは 8 名の職員、また古屋班か
ら 1 名 （自治体関係者） のオブザーバー参加を得
た。熊本県関係者で避難所における感染症対応に
携わった保健所長、保健師、計 11 名からも事前
に情報を収集した。
　ワークショップの進行は、それぞれの感染管理
専門家のチームの現地での活動内容のふり返り、
引き続いて、リスク評価のツール作成のワーク
ショップとした。ワークショップ全体の目的は以
下の 2 つとした。
● 熊本地震において探知された感染症事例 （イン
フルエンザ、感染性胃腸炎、水痘、ムンプス） 
を用いて、事例が探知された後のリスク評価の
手法を検討する

● 避難所における感染症事例のリスク評価の実施
主体は、行政 （保健所長、保健師等） であり、
感染管理専門家がどのように行政を補佐するこ
とができるのかを考える

 C .  研究結果
　 1） 現地での活動内容のふり返り
　ワークショップの参加者が経験した避難所にお
ける感染症事例
　インフルエンザが 5 事例、感染性胃腸炎 （ノロ
ウイルス感染症） が 4 事例、水痘が 2 事例、ムン
プスが 1 事例であった。
　「強み」 を活かした行政と感染管理専門家の役
割分担の必要性
　感染管理専門家は、院内における感染管理につ
いての豊富な知識・経験を持つことから、避難所
の感染管理においても、隔離場所の確保、感染管
理の物品調達等の具体的な感染管理の手法につい
て行政に対しての現実的な助言を出してもらえる
とありがたいという声が行政から出された。
　避難所の感染管理の評価 （例：衛生環境と必要
物品、汚物処理、食事環境等） については、熊本
地震の際は、結果として保健師と感染管理専門家
が重複して実施していたところもあり、貴重なリ

ソースの有効活用という点からは、役割分担・情
報共有などに改善の余地があるという声が聞かれ
た。日赤のチームは、感染管理の状況を点数化し
て一覧にするツールを開発し、現状把握に有用で
あった。また、長崎大学病院チームは、後方支援
チームからの IT の支援を受け、現場での活動をス
ムーズに行うことができた。
　熊本においては、熊本感染管理ネットワークを
通じて組織的な活動がなされたが、被災した医療
機関自体の復旧を優先すべきであること、また
CNIC をもつ病院の多くは、発災直後は患者の受
け入れで避難所支援に回ることができない状況で
あったことから、外部からの感染管理専門家の支
援が重要であるという指摘がなされた。また、感
染管理専門家は、行政から所属医療機関に対する
依頼文書等があると、動きやすいという声も聞か
れた。
　阿蘇で組織された阿蘇地区災害保健医療復興
連絡会議 (Aso Disaster Recovery Organization: 

ADRO) へ感染管理専門家が被災地外の同一組
織から継続的に派遣したこと、また、宇土におけ
る日本医師会災害医療チーム （Japan Medical 

Association Team: JMAT） の医療活動の一環と
して感染管理活動を行ったという例が紹介され、
今後の感染管理専門家の現地における活動の枠組
みのモデルとなりうる。被災の状況に合わせて枠
組みを選択することとともに、行政と連携して感
染管理活動を行うことの重要性が強調された。



– 254 –

　避難所での感染症事例の情報の流れとその課題
　各地の被災状況、外からの支援者の数などによ
り、状況が異なっていたという声も聞かれたが、
今回のワークショップ参加者、ならびに、熊本県
の関係者から得た情報を元に、熊本地震において、
熊本県域 （熊本市を除く） において、感染症事例
の情報の流れを以下の通りまとめた。情報の伝達
経路の全体像が、事態の進行中にはみえにくかっ
たという声が感染管理専門家から聞かれた。
　それぞれのステップにおいて観察された課題
は、以下のとおり。
 ① 避難者が避難所管理者に症状があることを申
告しないことがある：医療機関ですでに診断・
治療が済んでいる場合には本人が安心してし
まう。申告するのをためらう・何を申告すべ
きであるかがわからないなどの声があった。
これらについては、避難所内で申告してもら
う病態についてポスターを掲示することや、
パンフレット等での周知も有用であると考え
た。また、申告した人が、不当に差別を受け
ないような啓発も重要である。

 ② 保健師の巡回は主に昼間であり、昼間は避難
者が不在であることも多く、情報収集上の課
題であった。

 ③ 大規模避難所の管理者は多くは、市町村の担
当者であり、ローテーションに伴う申し送り
の不備から、保健師との情報共有が円滑に行
われない事例があった。

 ④ 保健師と救護班が一緒に避難所内を巡回する
などのケースでは、効率的に情報収集・情報
共有を行うことができた。一方、救護班と現
場の保健師の間のコミュニケーションは状況
次第 （あまりうまくいっていないところもあっ
た） との情報もあり。

 ⑤ 日々の保健所と医療関係者のミーティングが
情報共有とリスク評価に有効な機会であった
との声が聞かれた。ただし、すべての医療チー
ムが参加するわけではないことから情報のカ
バレッジは当然完璧ではない。災害派遣医療
チームが診療にあたった感染症事例の収集を
行うJ-SPEED （Japan Surveillance in Post-

Extreme Emergencies and Disasters） につ
いて、解析法の検討が行われているところで
もあり、その結果も待ちたい。

 ⑥ 地元の医療機関からの情報は、地域住民のこ
とをよく知っていること、保険診療に基づく
診療行為であることもあり、質の高い情報を
得ることが期待できる。ただし、当然のこと
ながら、医療機関の被害と回復状況、避難者
の医療機関へのアクセスに依存する。熊本県
庁健康危機管理課は、5 月11日に、地元医師
会に対して、“拡大する懸念がある事例” の
報告を求めることとした。これは、疾患を規
定するものではなく、いわゆる 「イベント
ベースサーベイランス」 の取り組みであり高
く評価できる。

Ns
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 ⑦ 平素収集しない形での情報が、様々な独立の
ルートから上がってくることとなり、情報の
集約 （例：症例数のカウント） はチャレンジ
であった。今後は、現在検討中である災害時
健康危機管理支援チーム （DHEAT: Disaster 

Health Emergency Assistance Team） によ
る本部機能の補佐とともに、技術的には、実
地疫学専門家 （FETP 等) や CNIC などのデー
タ収集、解析ができる人が保健所や県庁など
の本部で働くことは有用ではないか？ という
声も聞かれた。個別事例については、現場で
のリスク評価と対策立案が有用であり、行政
が必要時には感染管理専門家の支援も受け、
現場ごとに対応をすることが必要である。今
回のリスク評価のワークショップはこの機能
を充実するために実施した。また、発災直後
は、症候による症例数のカウントではなく、
混乱した現場においても特記事項の欄に記載
されたコメントから事態を推測し、「何かお
かしい」 という気付き （専門職の眼を通して
のイベントベースサーベイランス） をもつこ
とが重要であると強調された。

　その他：他の健康問題と感染症対応のリソース
マネージメントは今回の議論ではカバーしない
が、DHEAT による支援の重要なポイントである
と指摘された。
 

　 2） 感染症事例のリスク評価
　リスク評価に用いる Key question

　感染症事例を探知した場合の対応決定のための

評価のキーワードとしては、感染症の国際伝播予
防のための WHO への報告基準 （IHR Annex2） 
の1） 重篤か？2） 予測が不可能か？3） 国際的な伝
播の可能性？4） 国際交通規制の必要性？の 4 つを
もとに、1） 変か？2） ひどいか？3） 拡がるか？の
3 つとした。以下のようにキーワードごとに、評
価のポイントを研究班として事前に作成し、避難
所で探知された感染症事例である、インフルエン
ザ、感染性胃腸炎、水痘、ムンプスのそれぞれに
ついてこの評価のポイントに従って、対応方法を
検討し、この手法の妥当性についても検討を行う
こととした。
　今回は、症例が発生したあとにどのように評価、
対応を行うかということについて検討を行った
が、避難所においては、平素より、食事の前の手
指衛生、食品取り扱い前の手指衛生、トイレ使用
後の手指衛生、咳エチケット、発熱等、体調不良
時には避難所の管理者に相談するなどの注意喚起
が必要であり、加えて、インフルエンザの流行期
には、手洗い・うがいの励行、予防的マスク着用
等の対応、また、ノロウイルス感染症の流行期に
は、外来者への注意喚起、プレイルームでの共用
おもちゃの管理強化、手洗いの励行、嘔吐物の適
切な処理などを行うことが必要であることが強調
された。
　それぞれの疾患について、特に重点的に検討す
べき項目については、表中赤字で示す。

 D . 考察
　今回作成した、リスク評価における 「評価のポ
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イント」 は、疾患ごとに重点ポイントが異なる （重
要な項目は表中に赤字で示す） が、各疾患に共通
のツールとして有効であるということが確認でき

た。今後は、上記で検討した以外の疾患について
も、折に触れ検討し、このツールの有用性を確認
するとともに、将来的には、行政とともに災害対

避難所においてインフルエンザと診断された事例が発生した場合の感染管理専門家によるリスク評価

特記事項：日本感染症学会が出している高齢者施設などにおけるインフルエンザ感染予防のフローチャー
トhttp://www.kansensho.or.jp/inf luenza/pdf/1208_teigen.pdfも参考にする。また、抗インフルエンザ
薬の予防投薬については、災害救助法が適応となる状況についての議論が行われた。

避難所において感染性胃腸炎と診断された事例が発生した場合の感染管理専門家によるリスク評価

特記事項：ノロウイルス迅速キットの避難所の感染管理における有用性について正しい知識の周知が必要
（行政、医療、政治家、メディア等）。隔離場所については発災状況に応じて柔軟に対応する必要がある（発
災直後には隔離場所を確保することが困難）。感染性胃腸炎は、「一例も出すな」 ではなく、一例でたとき
に何をするかが重要。ノロウイルス感染症と診断がついた患者に対する不当な差別を防止するための住民
教育の重要性。
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応に当たる感染管理専門家に向けてのトレーニン
グツールとして利用してもらうことも企図した
い。
　熊本地震においては、ワクチンや抗ウイルス薬
など特異的な介入策を行うべきかどうかについ
て、各方面で議論があったことから、今回は、感

染症の診断がついた事例を対象として、リスク評
価のツールを検討した。ワクチンや抗ウイルス薬
は、リスク評価の結果に基づき、包括的な対応の
一環として検討されるべきである。一方、特定の
感染症の診断がつかない事態におけるリスク評価
の手法については、別途の検討が必要である。

避難所において水痘（帯状疱疹）と診断された事例が発生した場合の感染管理専門家によるリスク評価

特記事項：小児科病棟のセッティングでは、ハイリスクの入院患者も多いことから、抗ウイルス薬の予防
投与は比較的行われているが、例えば、保育園では行われていない→避難所ではどうするべきか？避難所
での予防投薬は、「個人防護　VS　公衆衛生対応」 のどちら？水痘は空気感染を起こすが、予防投薬を行
う場合は、現実的には、患者との接点 （距離、時間等） を評価して対象を決めることが現実的か？

避難所においてムンプスと診断された事例が発生した場合の感染管理専門家によるリスク評価
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　今回の熊本地震においては、冬季の流行性疾患
の定番であるインフルエンザ、ノロウイルス感染
症は低調な季節であった。よって、これらの疾患
について流行期におけるリスク評価の経験は得ら
れていない。
　今回のワークショップを通じて作成したリスク
評価のツールは、感染管理専門家を主語として作
成した。もちろんツール自体は将来的には行政の
関係者も利用できるものとなることを意図してい
る。これらを通じて、感染管理専門家と行政が感
染症事例のリスク評価について 「共通言語」 を醸
成することも大きな目標である。
　今後の課題としては、現在、議論が進行中であ
る DHEAT に感染管理専門家を入れ込んだ形で
の枠組み構築の検討、「Disaster ICT」 という専門
性の確立の必要性の検討、感染管理専門家の助言
の質の標準化、平素の感染管理専門家と行政との
関係の構築の重要性などがワークショップの中で
指摘された。また、感染管理専門家と行政の間で、
役割分担を円滑に行うための電子的な情報共有
ツールの必要性も強調したい。
　行政は、感染症のみならず避難者の健康管理全
般について、避難所開設者に助言を与える役割を
持ち、そのカバーエリアは膨大となる。自らも被
災者である地元の行政担当者をできるだけ支援す
るための仕組みの確立が急がれる。感染症事例発
生時の、情報収集、リスク評価、対策の立案、リ

スクコミュニケーションは、行政が主体的に行う
べき事項であるが、避難所の環境評価などの、予
防的活動については、感染管理専門家の 「強み」 
が活きる分野であるといえる。行政の側からは、
感染管理専門家をリソースとして積極的に活用で
きる枠組みの構築、下ごしらえが重要である。

 E . 結論
　熊本地震においては、熊本感染管理ネットワー
クを基盤に、行政と感染管理専門家が、避難所の
感染管理について協力する体制を速やかに構築す
ることができたことは特記すべきことである。今
回のワークショップにおいては、行政と感染管理
専門家の役割分担や、感染症事例発生時のリスク
評価のツールについての検討を行った。今後の災
害に備える観点からは、行政と感染管理専門家の
間での共通認識の醸成、また、組織的な協力体制
の構築を行っていく必要がある。

 F . 健康危険情報
　なし

 G . 研究発表
　　なし

H. 知的財産権の出願・登録状況
　　なし


